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1)本 稿の主 旨は,1995午10月22日の日本財政学会第52回大会(岡 山大学)に て報告 された,当 日
の報告に対 して関西学院 大学 の小西砂子夫氏か ら有益 なコ メン トを頂 いた。 この場 を借 りて改め
て謝意を表 したい。なお,本 稿 にあ る誤 りはすべて筆 者の責任 に帰す るものであ る。
経済発展戦略と税制改革 ・.(29)29
は土地課税や関税 にあ るが,経 済発展の進展 とともに次第に国内間接税へ,そ
して所得税へ と移行 してい く。 この仮説は,ア メ リカや ドイツで の移行パ ター
ンを モ デ ル化 した もの で あ る こ とか ら,1つ の プ ロ トタ イ プ とされ る
(Hinrichs,1966)。そ して経 済発展段 階等 の税 制を規定す るい くつかの要 因か
ら徴税可能 な租.税収.入を導 きだせる ことから,途 上国での税制の整備や改革 の
理論 的根拠 と.して活用 されて きた21。
この仮説は,ア ジアにおいて も日本,台 湾で はおお よそ妥当 し,土 地課税 を
除けば韓国において も概ね妥当 している。例 えば韓国では,国 際課税比率の低
下,国 内間接 税比率の上昇 とその後 の低下,所 得税比 率の上昇 とい う明確なパ
ター ンが見 られる(表1)。
しか.しアジア途上 国であ って も,ASEAN4と 呼 ばれ るマ レ」 シア,タ イ,
イン ドネ シア,フ ィリピンの4ヶ 国では,こ の仮説 は妥当 していない。まず経
済発展段 階の初期 において比重が高い とされ る土地課税 は,初 期段 階で も非常
に小 さい。 タイや イン ドネシアではむ しろ経済成長 とともに.ヒ昇 している。 こ
れは,.経済発展の初期段 階では都市 の一部 を除いては土 地の所有権が厳密 には
確定サず,地 価 も確定で きなか ったため に,土 地課 税が税務行政上困難であ っ
たためであ る。.
また フィリピンを除 く3ヶ 国では,必 ず しも経済 の発展 とと もに国際課税か
ら国内間接税や所得税へ とい う明確 な トレン ドを見せてい るわ けではない。表
2か らフィリピン以外で は製造業の付加価値額比率 は上昇 してい るものの,国
.内間接税比率,個 人所得税比率,法 人所得税比率 に関 しては,対GDP比 率 も
変化の トレン ドも一定の傾向は見 られ ない。
このよ うな明確 な トレン ドの欠如 は,各 国の経済発展の初期段 階における徴
税 の容易 さ,及 び各国の政府 が採用 した経済発展戦略の相違か ら説明できる。
2)例 えば1970年代 にIMFで は,こ の仮説 に基づいた 「課税努力アプローチ」 を採用 し,途 上国
に税制改革や徴税努力の改善等 の勧告 を行 っていた。課税努力 アプローチとは,租 税収入の水準




韓 国 タ イ
1960 1970 1980 1990 1990 1985 ユ990
土 地/相 続 税 6.23 2.17 0.20 1.25 1.34 1.49 3.59
国 際 課 税 17.4812.79 17.19ユ2.99 28.5223.2$23.99
輸 出 税 n.a, n.a. 0.00 0.DO 6.73 2.00 0.30
輸 入 関 税 n.a. n.a. 17.19 12.99 21,79.21.13 23.69
国 内 間 接 税 27.36 35.5日 43.8038.36 50.13 51.(叫 45.02
個 入 所 得 税 7.26 21.22 12.9921.10 8.26 13.26 10.45
法 人 所 得 税 3.12 10.64 12.51 14.24 11.09.10.03 15.32
非原油法人税 一 一 .一 } 一 一 一
マ レー シ ア イ ン ドネ シ ア フ ィ リピ ン
19801985 1990 1980 .1985 199⑪' 1980. 1985 1990
0,510.60 0.11 0.93 1.26 2.17 0.74 0.89 D.23
36.9424.88 24.71 7.61 3.70 6.76 27.06 26.57 28.81
20.4110.50 9.50 3.08 o.29 0.12 1.53 1.63 0.41
16,5314.58 15.21 4.53 3.42 6.64 25.53 22.23 28.40
18.7621.57 28.03 9.08 18.4225.06 46.91 40.78 35.34
7,849.99 11.03 1.66 3.80 4.12 11.08 9.31 10.33
34,0540.26 31.44 75.97 70.68 59.92 12.6015.30 12.72
20.1922.38 20.00 0.67 6.64 11.22 ㎜
一
一
註:国 内 間 播 税 に は,一 般 営 業 税,売 上 高 税,VAT,内 国消 費 税,及 び特 定 のサ ー ビ スへ の 課




の価格もこ.く一部を除 き確定 していなかったため,土 地課税は非常に困難で
あった。 しか し輸出可能な一次産品に対する徴税ははるかに容易であった。と
いうのも,農産物に対 しては流通段階 と輸出段階で,鉱物資源に対 しては法人
所得税ないしライセ ンス形態での課税が容易であったからである。そこで経済
発展の初期には,農産物の生産 ・輸出の堵重が大きかったフィリピンとタイで





イ ン ドネ シ ア マ レー シ ア
1,974-761981-841989-921974-761981-841989-92
産業別算出比率
第1次 産 業計 51.8 48.9 33.6 32.8 31.2 27.5
農 業 31.7 27.4 20.7 28ユ 21.5 18.1
鉱 業 .20ユ 21..5 13.0 4.7 9.7 9.4
製 造 業 8.9 ユ3.0 20.4 16.7 19.6 27.5
第3次 産 業計 39.3 38.1 46.0 50.6 49.2 45.1
電力 ・ガス ・水 道,
及び建設運輸通信 9.4 11.3 12.5 11.8 18.8 12.5
商 業 16.6 15.0 16,6. 12.7 12.2 11.4
金 融 業 3.2 5.8 7.0 12.4 .5.9 6.9
政 府 行 政 10.1 7.3 6.6 5.5 11.9 10.6
そ の 他 n.a. n.a. 3.4 8.2 0.4 3.6
産業別輸出比率 `
農 産 物 n.a. 4.8 7.8 6.0 4.1 4.2
鉱 物 資 源 n.a, 87.3 47.3 3.0 66.2 36.2
原 油 n.a. 78.7 37.5 11.3 28.3 15.5
工 業 製 品 n.a. 7.1 41.3 28.0 29ユ 59.2
















鉱 物 資 源1
原 油





































































































行って経済成長を促進してきた。この結果,財 政赤字は大 きく,イ ンフレ率 も
相対的に高 く,実質為替レー トも高めに推移 していた。 この状況の下で第2次
石油危機とその後の世界的不況に直面 したため,安 定化政策が優先的に行われ..
財政赤字と経常収支赤字の削減,為 替 レートの切 り下げ等が実施された。包括
的な税制改革は安定化プログラムの1つ として行われ,そ の主たる目的は付加











包括的 な税制改革は,財 政赤字 によるマクロ経済 の不安定化 を防止す るため
の政策パ ッケー ジの1つ として実施 された。 そこで改革 の主眼は,短 期的には
経済の歪み を是正 して経 済を活性 化させ,中 長期的 に財政収入を拡大させるよ
うな税制の構築に置かれた。
4ヶ甲の中で最初 にかつ最 も包括的 な税制改革 を行 ったのは,イ ン ドネシア
である。イ ン ドネシアで は,税 制改革以前 は原油関連の歳入が全歳入 の約7割
を占めていたが,そ れ以外 の歳入源か らは,ほ とん ど税収 を上げるこ とがで き
なかった。 これ は,一 次産品以外の産業の比重が非常 に小 さ く重要 な課税ベー
ス とはならなか った こと,そ して原油以外 の課税 ベースに対 しては所得再分配
等 を目的に頻繁 に税制上の微 調整(finetuning)が行 われ たため,税 制 が複雑
とな り執行が非常 に困難 とな ったためである。 しか し1980年代 に入 り原 油価格
の下落 に直面す ると;長 期 での財 政収入 の増大 を目的 と して,所 得 税の簡素化,
付加価値税の導入,資 産課税 の導入等 の税制改革 プランを順次 実行 してい った
(表3)。
また フでリピンで は,革 命 によ.るアキノ政権の成立 を契機 に包括 的な税制改
革が行 われた』 この税制改革 は,イ ン ドネシアと同様長期 での財政収入 の増大
のために,所 得税が 簡素化 され,付 加価値税 が尊 人され た。 しか しイ ン ドネシ
アの税制改革 と比較す ると,簡 素化 の程 度 も税務行政能力への考慮 も小 さ く,
税制改革 の目標 を貫徹 した ものではなか った。
「方 タイ とマ レー シアで も,ユ980年代半ば には対外累積債務が急激に増大 し
経 済 も停滞 した。 しか し,財 政支 出の削減 によ りマ クロ経済の安定性は極端 に
は損 なわれず,ま た経 済の停滞 も一時的 な ものに終わ ったため,財 政赤字 は包




国 名 実施時期 種類 内 容














イ ン ドネ シ ア1984所 得税
1985間 接 税











マ レ ー シ ア1989-95所 得税
間接税
資産課税
法 人所 得 税 率 の40%か ら30%への 引 き ドげ。
法 人所 得 を課 税 ベ ー ス とす る開 発税 の段 階的 廃.
1」
改 革 な.し(付 加 価 値 税 導 入 せ ず,ringsystem
を採 用).






































を明言 した%こ うしてマ レーシアは,税制面及び外資所有/投資分野規制緩和
の両面から外資にとっての魅力的な環境づくりを進めたのである。
タイも比較的寛大な外資優遇措置を設定していた。まず外資所有規制に関 し
.4}も っともタイで1992年に導入された付加価値税 は,課 税例外項 目や0%課 税等税務行政を無視
.した複 雑な制度であ ったため,か えって闘接 税か らの税収 を減 らす結果 とな った,.
5)さ らにマ レーシアで は,外 資の利潤の本国送還 を考慮 して,二 重課税防止協定を外資の輸 出国
と締結 する等,外 資 の投資 リスクを軽減させるための制度 を整備 して きてい る.
36(36} 第 工60巻 第.1号
04ASEAN4ヶ 国における外資優遇税制
導入年 内 容








維持 ・鉄鋼 ・電機 ・自動車産業に関連する輸入の関税免除。
1993輸出志向企業と保税倉庫地域に関する規制の簡素化。
























































ては,既 に1962年に優先分野 における外資め100%所有を認可 してお り}比 較.
的 自由 に外 資 は流入す るこ とがで きた帥。 また税 制上 の優 遇措置 に関 して も,
ユ972年には外 資 に対 す る優遇税制が設 けられていた。 このため,1980年代 に追
加 的に実施 された優遇税制 は,輸 出促進 目的 に限定されていた。 これは,第2
次石油危機 を契 機 とした世界 的不況 を経験 した教訓か ら,「輸 入代 替 による重
6)1970年代 後半に外資 に対す る反感か ら一時期外資に対す る引 き締 めが行われた。 しか し,日 本









た。 しか し原油価格の暴落に直面 し1もはや外貨獲得を原油輸出のみに依存す
るこ.とがで きなくなると,外資導.入による輸出主導型工業化を目指して,為 替
レー トの切下げを手始めに外資優遇措置 と貿易 自由化を徐々に進めていった。
そして輸入制限撤廃,非 関税障壁の関税化 と関税率の継続的かつ段階的な引下
げ等の貿易自由化措置を導入し,税制に関しても輸出企業に対する関税松炭制
度の創設や保税加工区の設置等,輸 出が有利 となるように再構築 していった
(表4)。また外資所有に関しても,まず外資の95%所有が容認され,199$年に
は条件付 きながら外資の100%所有が容認されるようになった。投資分野規制
についても,1989年に投資優先 リストがネガティブリス トとな り,投資手続 き






に従事するか,国 内の影響をほとんど受けない 「飛び地」での委託加⊥を行 う
のみとなっていたη。 しか し債務危機に直面すると,.経済構造改革の一環とし
て外資優遇政策が導入された。まず税制に関 しては,1987年の包括投資奨励法
7)野 原,1987によ れ ば,




















租税構造 の発展段 階仮 説 を基 に途 上国 の 「徴税 努力」 を検討 したChelliah,
1971では,対GUY比 での租税収入 に影響 を及ぼす もの と して,対 外 開放度,
所得水準,国 民所 得構成 の3つ を挙 げ,対 外開放度の指標 として輸 出比率 を,
国民所得構成の指 標 として鉱業部門比率 を用いてい る。そ して多重共線性 を避
けるために,非 鉱 業輸 出比率,輸 出 を除いた1人 当た り国民所得,鉱 業部門比
率 の3つ を説 明変数 としてクロス ・カ ン トリー分析を行っている。彼 は,工 業
8>ManaSan,1992は,この新 たな投資 イ ンセンチ ィヴは,む しろ非輸出パ イオニ ア企業 を優 遇 し,




化比率 も影響を及ぼす と指摘 しているが,1人 当た り所得氷華 との相関度が高
いことか ら,計量分析においては説明変数から除かれている。
しか しこの方法では,.工業化の進展が租税収入に及ぼす影響を直接分釈する





















9)イ ン ドネ シアで は紙 ・紙製品,及 び化学品の付加価値額 を加 えて回帰分析 を行 った。 しか し外









租税収入の所得弾力性の値は,税制改革後には急激に上昇 している。 しか し税
制改革の効果を独立に検討するために対象を全期間としてダミー変数を挿入す













そこで,工 業付加価値額一GDP比 率(工 業化比率)及 び工業輸出額一GD
P比率(工 業輸出比率)を 説明変数として回帰分析を行うと,フ ィリピンでは
10)ダ ミー 変数は,税 制改 革が実施 され始 めた翌年の1987年を境に,そ れ以前 をG,以 後 を1と し
た。 しか し,1987年以後には税制改革 と同時 に自由化政策等の経済構造調整 政策 も実施 してお り,




国 名 従属変数 期 間 DW.[鋼CHOW
マ レー シ ア 金 蔵
イン ドネシア
タ イ
7ィ リ ピ ン














































.註:LNRyはGDPの 対 数 表 示,刀>RTは 実 質 税 収 の,LNNORTは 実 質 非 原 油 税 収 の 対 数 表
示 。













せて輸入関税を増加させたということが主要な要因 と推察される。 しか し貿易
及び外資の自由化を進展 させた期間には,マ クロ経済が不安定な状態で推移 し.
たために投資.水準が回復せず,」:業付加価値額比率の上昇という意味での工業
化はほとんど進展しなかった。このために国内の製造業を活発化させるまでに












.案と,政治的 ・運営上のコミットの2つ を挙げているが,イ ンドネシアでは立
案段階からこの2つ を考慮 レて税制改革を実施 してきた。具体的には,所得税
制の簡素化,付 加価値税での0%税 率や課税除外項 目の排除,工 業製品の出
荷 ・輸入段階のみでの課税,税 務行政能力の改善に対応 した課税ベースの拡大






国 名 従属変数 期 間 D.W.CHOW
マ レー シ ア 全 歳 入1974-93
1974-86
1987-93
非 原 早由歳 入1974-93
1974-86
1987-93
イ ン ドネ シ ア 金 蔵1,1975-93
1975-87
1988-93





タ イ 金 蔵



























































許:LNMYは 付加価 値額に占め る工業製品比率,LNRTは 政府 歳入,ムNNORTは 非原油歳
入をそれぞれ対数表 示で表 した ものである畠
























国 名 従属変数 期 間 D、W.[ICHOW





















イ 全 歳 入















































註:LAMEは 輸出に占める工 業製品比 率を対数表示で表 したものであ る。




収 入を確保で きるようにな ったので ある。
対照的 にフ ィリピンでは,政 治的な要因で所得税 はおろか付 加価値税 におい
て も課税ベー スを縮小 させ る多 くの例外規定が復活 してきた。.また税務行政 能
力 も,政 治的 コ ミ.ットが小 さかったこ とか ら遅 々と して改善 されず,納 税意識
が向上せず租税浸食 もあま り改善 されなか った1%こ の結果,包 括 的な税制改
革 は租税収入への直接的な貢献 は小 さ く,ま た所得 の増大 に比例 した租 税収 入
を得 られ る租税 システ ムに再構 築で きなか ったと云 えよう。
効果の相違 を もた らした もう1つ の要因は,直 面 した累積債務問題の深刻 さ
とそれ によるマ クロ経済の不安 定化 の程度で ある。 イン ドネシアでは財 政赤字
は対GDP比 での4%を 超える ことはなかった。 また対外債務比率 も政府 が厳
格 な債務管理 を行 った結果 フ ィリピンに比較す る と小 さ く,し か も大半は先進
国政府及 び国際機 関か らの借 入で民 間部門か らの借 入は非 常 に少なか った1%
そ して財政赤字の拡大 を認識する と政府 の資本歳 出を削減 して財政バ ランスの
均衡化 に努 めた。 この2つ がイ ン ドネシアで マクロ経済の安定性が大 きくは損
なわれ なか った主要な要因である。 こうしたマクロ経済の安定化への努力が,
その後 の貿易,外 資導入,金 融等の分野 での自由化政策 と相俟 って民間投資,
特 に製造業部 門に対す る投資を魅力的な もの とし,工 業化 の進展 に伴 う租税収
入 の増大 を可能 にす る基盤 を形成 したのである。
.一方 フィリピンで は,石 油危機に直面 した際に政府 の資本支出 も国内信用 も
拡大 し続 けた。 この結果 インフ レ率は急..ヒ弄 し,財 政収支 と経常収支は急速 に
悪 化 して対外借入 は急速 に膨張 した。そ して1983年に為替 レー トが切下げ られ













外 へ逃避 した。 この事態に対処するために政府 は財政支 出を拡大 したために財
政赤 字 はさ らに拡大 し,最 終的 に債務 リス ケジュールへ と追い込 まれた ので
あ った'㌔ このた め,包 括的 な税制改革が行われ て も,対 外累積債務 の返済 の
ために財 政収 支 を回復 させ られなか った(付 表2)。 この結 果,財 政 赤字 と国
債発行 による利払費の増大 との悪循環 を繰 り返 し,イ ンフレ率 は...一時 的に しか
下落せず,マ クロ経 済が不安定 な状態が長 く続いたのであ る。 このよ うな状況
の中で,ま ず民間投資全体 の水準が小 さ くな り,そ の中で も工業部 門及 びイン
フラへの投資 は大 きく減少 したのであ った。また外資優遇政策が導入 されて も,
外資は国内市場 とは切 り離 された輸出加工区に しか流入せず,し か も国内状況
か らの影響 を極力排除す るように行 動 している。 この状況 は,ほ とん どの経済
的イ ンセ ンチ ィヴが工業や製造業に供与 され てい るに もかかわ らずで ある。 こ
の結 果,T:業部 門の回復 は.イン ドネ シア と比較す るとかな り立ち遅れ,工 業化
の進展 の果実 としての租税収入 は,現 在 まで のところほ とん ど増大 してし・ない。
2.2外資優遇税制の租税収入に対する効果
外資優遇税制の租税収 入へ の効果 は,相 反す る2つ の効果 の大 きさを検討す
る必要があ る。1つ は,外 国企業の直接投 資 とその生産 および輸出入 を促進す
ることに よって潜在 的課税ベ ー.スを拡大 し,租 税収 入を増加 させ る効果である。
2つめは,租 税支 出を増大 させて租税収入 を減少 させ る効果であ る。 この2つ
の効果の どち らが大 きいか は,事 前 には知 る ことはで きない。そ こで回帰分析
か ら,ど ちらの効果が.大きか ったのか を検討す る。
まず租税収.入の所得弾力性 に関 しては,外 資優遇税制導入以降,マ レーシア
とタイで は上昇 したが,決 して大 きい もので はなか った(表6)。 また工業化
比率の係数 に関 しては,タ イでは上昇 してい るものの統計的に有 意で はな く,
マ レーシアで はか えって小 さ くなっている。 この結果は,原 油歳人減少 の影響
13)フィリピンでは,中 央銀 行が民 間部 門の為替 リス クのヘ ッジのために無制限 に為替 ズワップを






国 名 従属変数 期 間 nw.[CHOW
インドネシ ア 非原 油歳入1980-87「五画 毒餌+,ll聚LN冊4y2.490.78
198・一9・… 。・唄 鯉i漕 夢1瞳!l劉1・95。 ・9・
ブ イ1,ピン 全 歳 人1975-86LNR噌1、ll+!:39LNFMYI1.520.風
1987-92LNRア二一!・!6.曹.37LrFMYIO.952.ula.0.52.20.10
1975-92LNR嘱:17増122冊My+。ll6D10.92。39
註llデ ー タの利 用 可 能 性 の問 題 か ら,タ イに つ い て は 推計 で きず 。
デ ー タ 出 所=表6に 同 じ。 た だ し イ ン ド ネ シ ア は,B吐1,PisakSヒa価3tik,MontMySta廿sUk,
1994.mを利 用。
を除 くために非原油租税収入を従属変数として回帰 しても同じである(表7)。
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註:独 立変数であ る外資主導工業製品輸 出比率(ムN外fE=対 数表示)と は,外 資 の占める比率
が50%以上の 「業部 門の輸 出額 の全輸 出額 に占め る比率を示 した ものである。































財や原料等の輸入が拡大 して,輸 入関税が増大 したのである。
この2ヶ 国の外資優遇税制の租税収入効果分析から,以下2つ のことが推論
できる。第1に,外 資優遇税制のコストは相対的に大 きい とい うことである。
つまり,外資優遇税制は租税支出を増大させて租税収入を減少させる効果が大
きいため,外 国企業による直接投資がなされ,そ の生産および輸出入活動が活
発になって課税べ.一スが拡大 しない限 り,租税収入は増加 しない。,タイで見
られたように,追加的な優遇税制に外資を中心 とした輸出向け生産企業が反応
「14)Ak
rasameandWiboQnchudkula,1994.の推計 に よ れ ば,1989年時 点 の 租 税 還 付 額 の総 輸 出 額




きければ,マ レ「シアで見られたように,外 国企業の投資 ・生産 ・輸出活動が
活発 になっても,法人所得税比率は低下 したまま推移することになる。
第2に,租 税収入比率の弾力.性が上昇する程度は,優遇措置に伴う租税支出










る。特に次の2つ が重要である。第1に,制 度を支える行政能力は経済発展 と
ともに急速に確立 ・強化されるものではない。特に税務行政能力の強化と納税
意識の向上は,徐々にしか進展 しない。その一方で,公 平性,効 率性,歳 入十
分性等の多様な目的を達成するために,先進国と同様の複雑な租税制度が導入
された。この結果,経 済発農に伴い潜在的課税ベースが拡大したにもかかわら
ず,税 務担当官の裁量と乱用を招 き,納税者からの信頼も失い,拡 大した課税
ベースから効率的に徴税することはできなかった。このことが歳入の拡大を阻
害 し,財政支出の増大に追いつけずに財政赤字を拡大させてマクロ経済不安定
15)この ことは.外 資優 遇税制が外資誘致の インセ ンチ ィヴ効果を持つためには,イ ンセンチィヴ
の大 きさに加 えて導入の タイミングもま.た重要で あることを示唆 している ようである.し かしそ
の一.一方で,外 資優遇税制や輸出促 進税制 は,.大量 の外資流入 をもた らす直接 的な誘因となったと
いうよ りも,む しろ外国企業が投 資をす る際の1つ の 「魅力的 な」要因 として考慮 されたにすぎ














てい くことを意味するpま た場合によっては域内での租税制度の調和 も必要と
なろう。この場合には,納税者の納税意識の向上や,税 務行政能力の構築なし
で は十分な租税収入が得 られ なくな.るか もしれない。.このように今後 の
ASEAN4ヶ国の租税構造は,外 資による産業高度化にますます注目 して検
討 していく必要がある。
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